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北九州事業エリアの変圧器・コンデンサーに係る政府の取組状況について 

（取りまとめ） 

 

平成 29 年９月 25 日 

環境省環境再生・資源循環局廃棄物規制課 

ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理推進室 

 

PCB 廃棄物処理基本計画に基づく現時点までの政府の取組状況について、「PCB 廃棄物の早

期処理にかかる関係省庁連絡会議」において、特に北九州事業エリアの変圧器・コンデンサ

ーに焦点を当てつつ、環境省が関係省庁とともに以下のとおり取りまとめを行った。 

 

 

１．概況 

○ 処分期間の末日が平成 29 年度末に迫っている北九州事業エリアの変圧器・コンデン

サーについて、 

 各省庁が自ら管理する施設において保有している高濃度PCB使用製品は存在せず、

かつ、高濃度 PCB 廃棄物は全て処理の見込みが立っている。 

 さらに、各省庁においてそれぞれ管理する施設における高濃度 PCB 使用製品及び

高濃度 PCB 廃棄物に関して最終的な確認を実施している 

ことが確認できた（具体的な状況は以下２．及び３．のとおり。）。 

○ したがって、各省庁が自ら管理する施設において保有している機器について、PCB 廃

棄物処理基本計画に定める率先実行はほぼ完了している。 

○ 今後、予定どおり JESCO での処理を進めるとともに、万が一新たな高濃度 PCB 使用製

品及び高濃度 PCB 廃棄物が発見された場合は、速やかに処理委託を行うこととする。 

 

２．各省庁における保有状況 

○ 平成 29 年度の PCB 特別措置法に基づく届出情報（６月末締切）をベースに、各省庁

が自ら管理する施設において保有している高濃度 PCB 使用製品及び高濃度 PCB 廃棄

物を調査（詳細の結果は資料２－２参照）。 

○ このうち、処分期間の末日が平成 29 年度末日に迫っている北九州事業エリアの変圧

器・コンデンサーについての状況は以下のとおり。 

 使用製品の保有はなし。 

 廃棄物について、一部コンデンサーが残っているが、いずれも JESCO との委託契

約手続きは済んでおり、年度内に契約、搬出等をした上で処理が完了する見込み。 

○ その他の地域や安定器等汚染物に関しては、それぞれ処理を進めているところ。一方

で、特に安定器などについて、掘り起こし調査による保管量増加もあり。 

 

 

資料２－１ 
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３．北九州事業エリアの変圧器・コンデンサーに関する最終的な確認の状況 

○ 現在、各省庁がそれぞれの PCB 廃棄物処理実行計画に基づき、北九州事業エリアの変

圧器・コンデンサーに関して、最終的な確認をほぼ終えている状況にある 

○ 具体的な確認については、各省庁において違いがあるものの、多くの省庁で下記のよ

うな方法で実施している。 

 昨年後半から本年８月頃にかけて、電気事業法に基づく年次点検等の機会を活用

して、電気主任技術者、電気工事関係者等の協力を得つつ概ね下記のような確認

を実施。 

① 対象施設内の倉庫、現在使用されていない施設等に保管の届出がなされていな

い高濃度 PCB 廃棄物が存在しないかの確認 

② 電気主任技術者、電気管理技術者又は電気保安法人に依頼し、自家用電気工作物

設置現場（電気室等）において目視により高濃度 PCB 含有電気工作物の有無を

確認 

※ ②が困難な場合は、銘板の写真や写しによる銘板情報の確認又は製造者名・

表示記号等が記載された工事関係書類もしくは設備管理関係書類により同

様の確認を実施。 

③ 現場確認の際、廃棄物となった高濃度 PCB 含有電気工作物が電気室等に残置さ

れていないか確認 

 また、年次確認の機会に確認ができなかった施設については、昨年度の年次点検

時の記録等を用いて個別に最終確認を実施。 

 

４．その他 

○ 昨年度来、各省庁実行計画に基づき、各省庁より所管業界団体等に対して、処分期間

内の早期処理に関する周知徹底を文書で通知。各省庁の協力により、昨年度からの通

算で 1,001 団体へ周知を実施済み。周知先の団体は資料２－３のとおり。 

○ また、政府における率先実行の取組について、環境省から、国会の衆・参議院事務局、

最高裁判所事務総局、会計検査院等にも照会した上で、PCB 廃棄物の早期処理に関す

る情報共有を継続的に行っていくこととした。 

 

５．今後について 

○ 今後、変圧器・コンデンサーについて、他地域でも処理期間中に率先して同様に最終

的な確認を行っていくほか、安定器等汚染物についても、効率的な調査方法の検討等

を進めつつ、確認を進めていく。 

○ また、政府全体の処理状況の進捗については、電気事業法及び PCB 特別措置法に基づ

く届出の期限が毎年度６月末に設定されていることを踏まえ、今後は、基本的に毎年

秋頃に取りまとめ・公表を行うこととする。 

 

（以上） 


